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建設関係職種の求人・求職状況 

 

① 建設関係職種の有効求人倍率・新規求人倍率については、いずれの職種

においても、全職業計の有効求人倍率・新規求人倍率を上回っており、特

に、建築・土木・測量技術者（現場監督、施工管理技術者等）、建設躯体工

事の職業（型枠工、とび工、鉄筋工等）で高い。この要因については、 

 ・ 建築・土木・測量技術者については、有効求人数・新規求人数の増減

率（対前年同月比。以下同じ）が全職業計を上回って増加していること

に加え、有効求職者数・新規求職者申込件数の増減率が全職業計を上回

って減少していること、 

 ・ 建設躯体工事の職業については、有効求人数・新規求人数の増減率は

全職業計と同程度の増加である一方で、有効求職者数・新規求職者申込

件数の増減率が全職業計を上回って減少していること、 

等がある。（表１、表２） 

 

② いずれの職種も平均求人賃金は対前年同月比でみて増加しているもの

の、増加幅の小さい職種もある。平成 25 年度より公共工事設計労務単価が

全国平均 15.1％増となったが、これと比べ平均求人賃金の増加は小さいこ

とから、労務単価引き上げの効果は今後現れてくると期待される。   

なお、平均求人賃金の額としては、全職種計よりも高い水準にある。（図１） 
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③ 賞与を考慮した年間給与額について、平成 24 年賃金構造基本統計調査に

よれば、「きまって支給する現金給与額」が同程度にある製造関係職種（機

械組立工、機械検査工、機械修理工）と建設関係職種（型枠大工、とび工、

鉄筋工、大工、左官）とを比較すると、「年間賞与その他特別給与額」で大

きな差が生じるため、結果として、建設関係職種の年間給与額が低くなっ

ている。これが、求職者数の減少の一因となっていると考えられる。（図２） 

 

④ また、建設関係職種の求人を事業所規模別でみると、人手不足傾向の強

い建設躯体工事の職業、建設の職業（建設躯体工事の職業を除く。大工、

左官、配管工等）、土木の職業（土木作業員等）では、30 人未満の事業所

からの求人が 80％程度を占めており、全職業計と比較して零細な事業所か

らの求人の割合が高いことも指摘できる。（図３） 

 

⑤ 建設関係職種の就職件数、新規求職申込件数はおおむね減少しているも

のの、いずれの職種の就職率も、全職業計の就職率を大きく上回り、就職

率も上昇する等、職業紹介面での成果も少しずつ現れている。（図４、図５、

図６） 

今後は、賃金条件の改善とともに、建設関係職種の雇用管理全般に関心

が払われる必要があると考えられる。 

問い合わせ先 

職業安定局建設・港湾対策室 

百崎 諭 

肥沼 由佳  直通： 03 - 3502 -6777      
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平成２４
年７月

平成２５
年７月

平成２４
年７月

平成２５
年７月

増減（％）
平成２４
年７月

平成２５
年７月

増減（％）

全職業計 0.63 0.72 1,105,415 1,182,677 7.0 1,765,029 1,648,051 ▲ 6.6

建築・土木・測量技術者 2.10 3.27 42,501 52,557 23.7 20,238 16,067 ▲ 20.6

建設躯体工事の職業 4.38 5.78 15,712 16,577 5.5 3,589 2,866 ▲ 20.1

建設の職業（建設躯体工
事の職業を除く）

1.76 2.32 21,960 23,799 8.4 12,488 10,268 ▲ 17.8

土木の職業 1.36 2.09 26,341 32,087 21.8 19,346 15,357 ▲ 20.6

有効求人倍率 有効求人数 有効求職者数

 

 

 

 

平成２４
年７月

平成２５
年７月

平成２４
年７月

平成２５
年７月

増減（％）
平成２４
年７月

平成２５
年７月

増減（％）

全職業計 1.11 1.23 422,535 466,605 10.4 380,390 380,209 ▲ 0.0

建築・土木・測量技術者 3.42 5.12 15,103 19,188 27.0 4,413 3,747 ▲ 15.1

建設躯体工事の職業 6.45 8.18 5,657 6,224 10.0 877 761 ▲ 13.2

建設の職業（建設躯体工
事の職業を除く）

2.84 3.61 8,101 9,019 11.3 2,856 2,501 ▲ 12.4

土木の職業 2.26 3.01 10,186 12,023 18.0 4,498 3,997 ▲ 11.1

新規求人倍率 新規求人数 新規求職申込件数

 

 

  

表２ 新規求人倍率、新規求人数及び新規求職申込件数の推移（フルタイム） 

表１ 有効求人倍率、有効求人数及び有効求職者数の推移（フルタイム） 

（備考）各職種の例 

・建築・土木・測量技術者：現場監督、施行管理技術者 

・建設躯体工事の職業：型枠大工、とび工、鉄筋工 

・建設の職業（建設躯体工事の職業を除く）：大工、左官、配管工 

・土木の職業：土木作業員 
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図２ 年間給与額（企業規模 10～99 人、男子） 

図１ 平均求人賃金の推移（フルタイム） 

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」 

（注１）平均求人賃金には賞与は含まれない。 

（資料出所）厚生労働省「賃金構造統計基本調査」（平成 24年度） 

（注２）年間給与額＝きまって支給する現金給与額×12ヵ月＋年間賞与その他特別給与額 
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図３ 事業所規模別有効求人数の構成割合（フルタイム）（平成 25 年７月）  

図４ 就職件数の推移（フルタイム） 

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」 

 

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」 
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図５ 新規求職申込件数の推移（フルタイム） 

図６ 就職率の推移（フルタイム） 

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」 

（注３）就職率＝就職件数／新規求職申込件数×100 

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」 

 


